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命 令 書（写）

再審査申立人 学校法人河原学園

再審査被申立人 岡崎学園教職員組合

再審査被申立人 愛知県私立学校教職員組合連合

上記当事者間の中労委平成２５年（不再）第８９号事件（初審愛知県労委平

成２３年（不）第１３号事件）について、当委員会は、平成２７年１１月４日

第２０１回第二部会において、部会長公益委員山川隆一、公益委員仁田道夫、

同藤重由美子、同木本洋子、同両角道代出席し、合議の上、次のとおり命令す

る。

主 文

本件再審査申立てを棄却する。
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ただし、初審命令主文第１項及び第４項を次のとおり変更する。

１ 再審査申立人学校法人河原学園は、再審査被申立人岡崎学園教職員組合の

Ａ１組合員に対する平成２３年６月２３日付け自宅待機命令、同年８月１０

日付けけん責処分並びに同日付け教科主任及びクラス担任の解任命令をなか

ったものとして取り扱わなければならない。

４ 再審査申立人学校法人河原学園は、再審査被申立人岡崎学園教職員組合及

び同愛知県私立学校教職員組合連合に対し、下記内容の文書を本命令書交付

の日から１週間以内に交付しなければならない。

記

当学園が行った下記の行為は、中央労働委員会において不当労働行為である

（下記１は労働組合法第７条第１号該当、下記２ないし７は同条第２号及び第

３号該当）と認められました。今後、このような行為を繰り返さないようにい

たします。

記

１ 貴組合のＡ１組合員に対し、平成２３年６月２３日付けで自宅待機を命じ

たこと、同年８月１０日付けでけん責処分とし、同日付けで教科主任・クラ

ス担任の解任をしたこと

２ 平成２３年６月３０日に予定されていた団体交渉を延期したこと

３ 平成２３年１０月１４日の団体交渉後、速やかに次回の団体交渉の候補日

を貴組合に連絡しなかったこと

４ 平成２３年９月８日、同年１０月１４日及び同年１２月９日の団体交渉に

おいて、貴組合のＡ１組合員に対する上記処分等に関して、貴組合からの指

摘に対して回答や説明を拒否したこと

５ 平成２３年１２月９日の団体交渉において、平成２３年度冬季一時金の支

給額の根拠について、具体的な説明を行わなかったこと



- 3 -

６ 平成２３年９月８日、同年１０月１４日及び同年１２月９日の団体交渉に

おいて実質的な交渉権限を持つ者を出席させなかったこと

、 、７ 貴組合から団体交渉申入れがあったにもかかわらず 交渉を行わないまま

平成２３年度夏季一時金の不支給を決定したこと及び同年度冬季一時金を前

年度よりも減額して支給したこと

年 月 日

岡崎学園教職員組合

執行委員長 Ａ２ 様

愛知県私立学校教職員組合連合

中央執行委員長 Ａ３ 様

学校法人河原学園

理事長 Ｂ１

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は、学校法人岡崎学園（以下「学園」又は「岡崎学園」という。な

お、下記４のとおり、平成２６年（以下「平成」の元号は省略する ）４。

月１日、学校法人河原学園が学園を合併し、本件における再審査申立人の

地位を承継した ）の次の行為が、労働組合法（以下「労組法」という ）。 。

、 （ 「 」 。）第７条各号に該当するとして 岡崎学園教職員組合 以下 単組 という

及び愛知県私立学校教職員組合連合（以下「私教連」といい、単組と併せ

て 組合 という が２３年１２月２８日 愛知県労働委員会 以下 愛「 」 。） 、 （ 「

知県労委」という ）に救済申立てを行った事件である。。
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(1) 学園が設置運営する人間環境大学岡崎学園高等学校（以下「高校」と

いう ）に勤務する単組のＡ１執行委員長（当時 （以下「Ａ１委員長」。 ）

という ）に対し、物品購入における見積書の取り方に問題があったとし。

て、２３年６月２３日付けで自宅待機を命じたこと（以下「本件自宅待

機命令」という 、同年８月１０日付けでけん責処分を行ったこと（以。）

下「本件けん責処分」という ）並びに同日付けで教科主任及びクラス担。

任を解任したこと（以下「本件教科主任等の解任」といい、本件自宅待

機命令及び本件けん責処分と併せて 本件自宅待機命令等 という 労「 」 。）（

組法第７条第１号）

(2) ２３年７月２２日に、上記(1)の問題についての処分の軽減と引換えに

一定の組合活動をやめるようにＡ１委員長に働きかけたこと（労組法第

７条第３号）

(3) ２３年３月１４日の労使合意の書面化を拒んだこと（労組法第７条第

２号）

(4) ２３年５月２３日から同年１２月９日までの間における７回の団体交

渉（以下「団交」という ）に関して、以下のとおり不誠実な対応をした。

こと（労組法第７条第２号及び第３号）

① 単組の団交申入れに対して速やかに回答せず、団交期日を速やかに

設定しなかったこと及び約束した団交期日を延期したこと

② 団交を学園内で開催しなかったこと

③ 団交に実質的な交渉権限を持つ者を出席させなかったこと

④ 団交において誠実な説明をせず、自己の見解に固執したこと

(5) 誠実な交渉を行わずに、２３年度の定期昇給を停止したこと、同年度

夏季一時金を不支給としたこと及び同年度冬季一時金を前年度より減額

したこと（労組法第７条第２号及び第３号）
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２ 請求する救済内容の要旨

(1) 本件自宅待機命令等の撤回（上記１(1)について）

(2) 組合活動への介入の禁止（上記１(2)について）

(3) 合意文書への調印（上記１(3)について）

(4) 団交期日の速やかな設定及び合意した団交期日の遵守（上記１(4)につ

いて）

(5) 理事長及び交渉権限を持つ者の団交への出席（上記１(4)について）

（ ）(6) 資料提示及び具体的な説明を伴った誠実団交応諾 上記１(4)について

(7) 団交を経ない労働条件切下げ通告の禁止（上記１(5)について）

(8) 定期昇給相当額の支払（上記１(5)について）

(9) 従前の支給水準に基づき算定した一時金相当額と既払額の差額及びこ

れに年５分を乗じた額の支払（上記１(5)について）

(10) 謝罪文の交付及び掲示（上記１(1)ないし(5)について）

３ 初審命令の要旨

初審愛知県労委は、２５年１１月２５日付けで、上記１の救済申立ての

うち、学園の下記(1)の行為が労組法第７条各号に該当する不当労働行為で

あると判断し、学園に対し、下記(2)のとおり命じる旨決定し、２５年１２

月２日、命令書（以下「初審命令」という ）を交付した。。

(1) ① 上記１(1)の本件自宅待機命令等（労組法第７条第１号）

② 上記１(4)の２３年５月２３日から同年１２月９日までの間におけ

（ ）る７回の団交に関する以下の対応 労組法第７条第２号及び第３号

ａ）上記1(4)①のうち、２３年６月３０日に予定されていた団交を

延期したこと及び同年１０月１４日の団交後速やかに団交期日を

設定しなかったこと

ｂ）上記１(4)③の団交に実質的な交渉権限を持つ者を出席させなか
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ったこと

ｃ）上記１(4)④のうち、本件自宅待機命令等に係る交渉において回

答や説明を拒否し、２３年度冬季一時金に係る交渉において具体

的な説明を行わなかったこと

③ 上記１(5)のうち２３年度夏季一時金の不支給及び同年度冬季一時

金の減額（労組法第７条第２号及び第３号）

(2)① 本件自宅待機命令等をなかったものとして取り扱い、Ａ１委員長を

直ちに教科主任に復帰させ、２６年度からクラス担任に復帰させるこ

と

② 単組からの団交申入れに対し、速やかに諾否を回答し、申入れを受

けた日からできる限り近接した時期に団交期日を設け、設定した期日

を正当な理由なく変更しないこと

③ 実質的な交渉権限を有する者を出席させた上での誠実団交応諾

④ 上記(1)①ないし③に関する文書交付

⑤ その余の救済申立ての棄却

４ 再審査申立ての要旨

学園は、上記初審命令を不服として、２５年１２月１３日、初審命令の

救済部分の取消し及びこれに係る救済申立ての棄却を求めて、再審査を申

し立てた。

なお、２６年４月１日、学校法人河原学園（以下「河原学園」という ）。

が、学園を合併し、本件における再審査申立人の地位を承継した。

５ 本件の争点

(1) 学園が、Ａ１委員長に対し、２３年６月２３日付けで自宅待機を命じ

たこと（本件自宅待機命令）及び同年８月１０日付けでけん責処分とし

（本件けん責処分 、同日付けで教科主任・クラス担任の解任をしたこと）
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（本件教科主任等の解任）は、労組法第７条第１号の不当労働行為に当

たるか （争点１）。

(2) ２３年５月２３日から同年１２月９日までの間における７回の団交に

関して、学園の次の行為は、労組法第７条第２号及び第３号の不当労働

行為に当たるか （争点２）。

ア 団交期日に係る次の学園の対応

① ２３年６月３０日に予定されていた第２回団交を延期したこと

② ２３年１０月１４日の第６回団交後、速やかに団交期日を設定し

なかったこと

イ 本件自宅待機命令等に係る交渉における学園の対応

ウ ２３年度冬季一時金に係る交渉における学園の対応

エ 実質的な交渉権限を持つ者を出席させなかったこと

(3) 学園の次の行為は、労組法第７条第２号及び第３号の不当労働行為に

当たるか （争点３）。

ア ２３年度夏季一時金について、単組と交渉せずに不支給としたこと

イ ２３年度冬季一時金について、支給日前に単組と交渉せずに前年度

より減額して支給したこと

第２ 当事者の主張の要旨

１ Ａ１委員長に対する本件自宅待機命令、本件けん責処分及び本件教科主

任等の解任（争点１）について

(1) 学園の主張

本件自宅待機命令等は、次のとおり、いずれも労組法第７条第１号の

不当労働行為には当たらない。

ア ２３年４月以降、学園においては、物品購入のためには３社見積り
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の取得が義務付けられ、担当教職員に周知されていた。３社見積りは

経費節減を目的とするものであって、この目的を達するためには、相

互に見積りの内容を秘匿させることが必要である。そして、この程度

の見積書の取得方法は、３社見積りを行うという指示に当然に内在す

るものであって、特別の指示を要するものではない。

イ 本件自宅待機命令は、Ａ１委員長の就業規則違反の有無を調査する

ために発せられたものである。調査対象者による関係者への働きかけ

等を防止し、職場内の平穏を維持する観点から、調査対象者の就業を

一時的に制限して、自宅待機を命ずることは合理的な措置である。な

お、Ａ１委員長は、自宅待機中、特殊勤務手当の支給対象となる業務

、 、に従事しなかったのであるから 手当を受給できないのは当然であり

手当が支給されなくても不利益な取扱いということはできない。

以上のとおり、本件自宅待機命令が不当労働行為に該当しないこと

は明らかである。

ウ 学園は、見積書の取りまとめを容認しておらず、Ｂ２教頭がＣ社に

他の２社の見積書の取りまとめを依頼した事実もない。Ａ１委員長に

業務命令違反の事実が認められることは明らかであり、学園が最も軽

いけん責処分としたことは、学園の懲戒権における裁量の範囲を逸脱

するものではなく、適法である。

エ 高校は、本件けん責処分だけではなく、Ａ１委員長の教育力等の適

性にも鑑みて、校務分掌を見直したものである。本件けん責処分に理

由がある以上、担任や主任を解任した措置についても、何ら合理性を

否定されるものではなく、学校長の教育目的に基づく広範な裁量の範

囲内のものというべきである。

オ 初審命令は、当時のＢ３法人事務局長（以下「Ｂ３局長」という ）。
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の証言を根拠に、学園が単組を疎ましく思っていたと認定したが、同

人は、２４年１月１８日付けで解雇されており、初審の同人に対する

尋問は、同人の地位をめぐる訴訟の係属中に行われたものである。同

人は、当時の学園理事長を岡崎学園から排除する目的で、単組にも働

きかけて、岡崎学園の経営権奪取に向けた活動を行っていたのであっ

て、単組に協力し、殊更に学園理事長に不利益な虚偽の事実を供述す

、 。る不法な動機が十分にあったといえるので その証言は信用できない

(2) 組合の主張

本件自宅待機命令等は、次のとおり、いずれも労組法第７条第１号の

不当労働行為に当たる。

、 。 、ア 本件けん責処分は懲戒処分であって 不利益な取扱いである また

Ａ１委員長は、自宅待機期間中、特殊勤務手当を受給できず、本件教

科主任等の解任後、教科主任手当及びクラス担任手当を受給できなか

ったことから、本件自宅待機命令及び本件教科主任等の解任は、経済

的な不利益をもたらすものであるとともに、業務を奪うものとして精

。 、神的不利益を与えるものである 特に年度途中のクラス担任の解任は

生徒・保護者との信頼関係を損なうものといえ、精神的不利益を与え

るものである。

イ ３社の個別見積りを取得しなければならないという指示が、書面を

、 、もって教員になされたことはなく 内規に係る書面は存在しておらず

Ｂ４前事務長やＢ５事務長も見積書の取りまとめを容認しており、Ｂ

２教頭も見積書の取りまとめを依頼していた。このように、Ａ１委員

長に対する処分がなされた当時、３社の見積書の具体的な取得方法に

ついては定まっていなかったにもかかわらず、学園がＡ１委員長の見

積書の取得方法を殊更問題視し、本件自宅待機命令を発した上で、本
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、件けん責処分及び本件教科主任等の解任を行った措置に合理性はなく

これらは不当労働行為意思に基づくものである。

２ ２３年５月２３日から同年１２月９日までの間における７回の団交に関

する学園の対応（争点２）について

(1) 学園の主張

２３年５月２３日から同年１２月９日までの間における７回の団交に

関する学園の対応は、次のとおり、いずれも労組法第７条第２号及び第

３号の不当労働行為には当たらない。

ア 団交期日の設定（争点２のア）について

(ｱ) 第２回団交の延期（争点２のア①）について

２３年６月３０日の団交の延期は、同日、全教職員を対象とする

説明会が開かれたこと、同年７月６日に速やかに団交が行われたこ

、 。 、と等の事情からすると 不誠実な対応ということはできない また

学園の規則上、夏季一時金は７月に支給すると定められているだけ

、 。であるから 支給日前の団交を避けたとした初審判断は誤りである

(ｲ) 第６回団交後の団交期日の設定（争点２のア②）について

学園は、結果として、２か月も間を空けることなく団交に応じて

、 。 、いるのであるから その対応を不誠実ということはできない また

学園の規則上、冬季一時金は１２月に支給すると定められているだ

けであるから、２３年１２月９日の団交開催によって、冬季一時金

支給日前の団交は行われており、支給日前の団交を避けたとした初

審判断は誤りである。

また、本件では、２３年５月以降、本件申立てを経て現在に至る

まで、月１回程度の団交が継続して行われていることから、たった

一期日の連絡遅れを捉えて不当労働行為と認定するのは余りに偏狭
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な見方というべきである。

イ 本件自宅待機命令等に係る交渉における学園の対応（争点２のイ）

について

本件教科主任等の解任は、学園による労働契約上の不利益処分では

なく、学校長による教育上の措置（校務分掌の変更）に過ぎず、団交

事項に該当するとはいえない。それでも学園は、団交において、本件

教科主任等の解任は、懲戒処分を契機として、Ａ１委員長の能力・適

性を、学校長が教育上の見地から総合的に評価した結果である旨説明

したものであり、その説明をもって十分に説明し尽くしたと評価でき

る。

ウ ２３年度冬季一時金に係る交渉における学園の対応（争点２のウ）

について

、 、 、学園は ２３年の昇給見送り 夏季一時金不支給等を通知した際に

前年度の決算書等の具体的資料を開示して、２３年度の収支見通しや

資金状況等を誠実に説明している。冬季一時金に関しても、年度当初

の収支見通しや資金状況がそのまま反映されるものであるから、同年

、 。度を通じて交渉を継続していた以上 何ら説明が不足することはない

また、学園は、２３年度第８回から第１０回団交において、組合か

らの要求に応じて、学園の資金繰りについて、更に説明を補充してお

り、このことからしても、冬季一時金支給に関する学園の姿勢が不誠

実であったということはできない。

エ 実質的な交渉権限を持つ者を出席させなかったこと（争点２のエ）

について

初審命令は、団交の学園側出席者について、実質的な交渉権限を与

えられていなかったと判断したが、その判断の根拠とした学園の対応
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が、何ら不誠実なものと評価できない。また、学園代理人弁護士が出

席していた交渉において、昇給や夏季一時金について資料に基づいた

反論等を行っていたことは初審命令も認めるところであるから、同代

理人弁護士らが、実質的な交渉権限を欠いていたなどといえるはずが

ない。

(2) 組合の主張

２３年５月２３日から同年１２月９日までの間における７回の団交に

関する学園の対応は、次のとおり、いずれも労組法第７条第２号及び第

３号の不当労働行為に当たる。

ア 団交期日の設定（争点２のア）について

(ｱ) 第２回団交の延期（争点２のア①）について

学園が、時間が取れないことを団交延期の理由としながら「法人

説明会」を開催していることに合理性は認められない。

また、２３年６月３０日の予定期日を延期すれば支給日前の交渉

が不可能になるにもかかわらず、学園が協議の延期を求め、支給日

後に開催したことは、意図的に支給日前の協議を回避したものであ

り、不誠実である。

(ｲ) 第６回団交後の団交期日の設定（争点２のア②）について

学園が、第６回団交から１週間以内に第７回団交の候補日を通知

するよう努力するとしながら、約３週間後の単組の１回目の督促に

応じず、１か月以上経過した２回目の督促に応じてようやく回答し

ていることから、学園には自ら交わした約束を守ろうとする真摯な

態度は見られず、団交をいたずらに引き延ばしたものである。

また、前回団交から冬季一時金支給予定日までに一定の期間があ

ったにもかかわらず、あえて支給予定日以降の期日を設定したこと
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は、支給予定日前の協議を回避することを意図したものであり、不

誠実である。

イ 本件自宅待機命令等に係る交渉における学園の対応（争点２のイ）

について

学園の態度は、Ａ１委員長だけ差別されているのではないかとの組

、 、合の疑問に対し これを解消することなく回答を拒否するものであり

不誠実である。また、当事者であるＡ１委員長の同席の上で具体的な

内容について説明を求めているのであるから、学園がその説明を拒否

する理由は見当たらないのであって、学園の態度は不誠実である。

ウ ２３年度冬季一時金に係る交渉における学園の対応（争点２のウ）

について

２３年１２月９日の第７回団交で、学園側は、２３年度上半期の収

支状況を検討した結果、冬季一時金として１．５か月分を確保するこ

とができたと説明したものの、その根拠の説明を求める組合に対し、

具体的な数字をもって説明する予定にはなっていないと述べており、

提示された資料には財務状況に係る数値が記載されていなかった。ま

た、夏季一時金を不支給とし、更に冬季一時金も前年より削減して支

給するのであるから、自己の主張の根拠を資料を提示するなどして説

明し、組合の理解を得る努力をすることが一層求められるにもかかわ

らず、学園は主張の根拠を具体的な数字をもって説明することすらし

。 、ていない 学園が合意達成の可能性を模索しながら団交を進めるには

必要な資料が時機を逸することなく提示され、具体的な説明がなされ

なければならない。

しかも、定期昇給、夏季一時金、冬季一時金を決定する前に協議せ

ず、一方的に決定してから初めて交渉期日を入れることは、組合の存
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在を無視し、組合を弱体化させるものであり、支配介入に当たる。

エ 実質的な交渉権限を持つ者を出席させなかったこと（争点２のエ）

について

学園側出席者の態度は、団交で回答拒否や説明拒否を繰り返す不誠

実なものであり、学園側出席者は、学園の方針を説明する役割しか与

えられておらず、そのために、組合側からの質問や主張に対応できな

かったものであって、結局、団交の進展に対応しつつ妥協点を見いだ

す方向で話合いを進めることができる実質的な交渉権限を与えられて

いなかった。

（ ）３ ２３年度夏季一時金及び同年度冬季一時金に関する学園の対応 争点３

について

(1) 学園の主張

一時金に関して、学園は、支給前に全教職員に説明を行い、以後の団

交にも誠実に応じている。したがって、２３年度夏季一時金及び同年度

冬季一時金に関する学園の対応は、労組法第７条第２号及び第３号の不

当労働行為に当たらない。

(2) 組合の主張

学園は、単組からの団交の申入れがあるにもかかわらず、夏季一時金

不支給及び冬季一時金削減支給を、合理的な理由なく組合との団交を行

わないまま、通知・実施したものであり、これは、労組法第７条第２号

及び第３号の不当労働行為に当たる。

４ 救済の必要性について

(1) 学園の主張

、２６年度にＡ１委員長が教科主任及び学級担任に選任されたことから

これらの解任に関する救済申立ては、救済の必要性がなくなったことは
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明らかである。

その他の救済申立てについても、学園は、現在に至るまで、誠実な交

渉を継続しているから、何ら救済の必要性はない。

(2) 組合の主張

学園はＡ１委員長が処分によって受けた人格権侵害と経済的不利益の

回復を拒んでいる。不誠実な団交態度も一向に改善されず、組合の質問

に対して、団交の場で学園側の見解を明確に説明することも回答するこ

ともなく、いつも持ち帰って検討するという対応に終始しているので、

救済の必要性は存在する。

第３ 当委員会の認定した事実

１ 当事者等

(1) 学園

学園は、愛知県岡崎市に本部を置く学校法人であり、明治３９年に私

立岡崎裁縫女学校として設立認可を受けて開校し、人間環境大学（ 以下「

「大学」という 、高校及び人間環境大学岡崎学園中学校（以下「中学。）

校」という。２５年度から休校 ）を設置運営している。初審結審時の学。

園全体の教員数は１４０名、職員数は１１５名で、このうち、中学校・

高校の教員数は６２名、職員数は１８名である。

なお、２６年４月１日、下記９(2)イのとおり、愛媛県松山市に本部を

置く河原学園が学園を合併した。

(2) 単組

単組は、昭和４７年に結成された、高校及び中学校の教職員で組織さ

れる労働組合であり、初審結審時に公然化している組合員数は１２名で

ある。Ａ１委員長は、１３年に保健体育の教師として高校に赴任し、教
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師として勤務する一方で、２１年４月から渉外部で生徒募集を担当して

いた。また、同委員長は、１６年に単組に加入し、単組において、１８

、 。年から２０年までの間は書記長を ２１年から執行委員長を務めていた

(3) 私教連

私教連は、昭和４０年７月１０日に結成された、愛知県内にある私立

学校等の労働組合で組織される連合団体であり、初審結審時の加盟組合

は単組を含む４７組合で、加盟組合の組合員数は２０９２名である。

２ 定期昇給の停止に至る経緯及び第１回団交（２３年５月２３日）の状況

等

(1) 学園理事長の交代

２３年３月２日、岡崎学園の理事会で、Ｂ１河原学園理事長、Ｂ６河

原学園学園長及びＢ３河原学園事務局長が理事に選任された。同月２３

日の岡崎学園の理事会で、Ｂ６理事が理事長に選任された。なお、岡崎

学園のＢ６理事長が河原学園本部のある愛媛県松山市から岡崎学園を訪

れるのは、理事会があるとき等月に数回であった。

同年４月１日、Ｂ６理事長の要請を受けてＢ３理事が岡崎学園の法人

事務局長に就任した。

なお、Ｂ３局長は、学内に常駐している唯一の理事であり、岡崎学園

の法人管理業務を統括していたが、同年８月２４日に解任され、河原学

園への異動を命じられた。Ｂ３局長は、この異動命令に応じなかったこ

とを理由に、河原学園から２４年１月１８日付けで解雇されたため、上

、 、記異動辞令及び解雇は無効であるとして 岡崎学園及び河原学園に対し

岡崎学園の理事、評議員及び法人事務局長の地位にあることの確認等を

求めて名古屋地方裁判所岡崎支部に訴えを提起したが、同支部は、２６

年３月２６日、この請求を棄却した。なお、同支部は、この判決におい
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て、Ｂ３局長が、２４年８月２２日にＢ６理事長を批判する発言を単組

の役員にしたことを認定したほか、同局長が、高校と大学の分離（以下

「高大分離」という ）を実現しようと各方面に働きかけ、自己又は自己。

の意に沿う者を新たに理事長に据え、岡崎学園の運営権を取得すること

を企図していたことが認められる旨判示した。

(2) 「平成２２年度に開催された団交および労使懇談会で合意または検討

された事項の確認」を議題とする団交申入れ

２３年４月１４日、単組は、学園に対し 「平成２２年度に開催された、

団交および労使懇談会で合意または検討された事項の確認」を議題とす

る団交を申し入れた。なお、単組としては、２２年度に、①教職員の採

用方法の見直し、②授業持ち時間数、③平日の勤務時間外、休日の部活

動に支給される手当、④定年の延長、再雇用制度、⑤出産休暇、育児休

業などの諸事項について学園と合意に達したものと理解しており、同年

７月１５日の団交において確認書等の調印を求めたが、学園はこれに応

じなかった。

(3) 定期昇給の停止

、 、 、 、２３年４月２２日 学園は 教職員に対し 単組と交渉することなく

学園財務の再建のために人件費削減が急務であるとして、給与規程第５

条第２項により定期昇給を同月から当分の間停止することを通知した。

なお、学園の給与規程第５条第２項では 「昇給は、年１回とする。但、

し、入学状況により昇給停止、延期等の調整をすることがある 」と定め。

られていた。学園では、少なくとも３年度から２２年度までは定期昇給

が実施されていた。

(4) 第１回団交に至る経緯

ア ２３年４月２２日、単組は、学園が単組と交渉せずに定期昇給停止
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を通告したことに対する抗議と団交申入れ（回答期限は同月２９日、

団交開催候補日の記載はなし ）を内容とした書面を提出するためにＢ。

、 、 。 、３局長を訪ねたが Ｂ３局長は この書面の受取を拒否した その後

学園は、この書面を同月２５日に受け取った。

なお、団交期日の設定については、単組及び学園が受諾した、愛知

県労委の１９年１２月１１日付けのあっせん案において、学園は、単

組から団交の申出があったときは、早期に団交を開催するよう努める

ものとされていた。

イ ２３年４月２９日、学園は、単組に対し、定期昇給停止が労働条件

の不利益変更に該当しないこと、現在の財務状況では定期昇給はでき

ないこと及び同年５月２３日に団交に応じることを回答した。

(5) 第１回団交及びその後の状況

２３年５月２３日、第１回団交が開催され、学園側は、Ｂ３局長、Ｂ

５事務長及びＢ７弁護士らが、組合側は、Ａ１委員長らが出席し、定期

昇給の停止に関して交渉が行われた。

ア 定期昇給停止の理由について、学園側は、学園の財政状況が悪く、

定期昇給ができる状況ではない旨述べたが、具体的な数字を示すこと

はなく、資料を提示することもなかった。

これに対し、組合側は、①高校の人件費比率が６５パーセントであ

って愛知県内の私立の高等学校の平均（７６パーセント）よりも低い

こと、②定期昇給停止が学園全体での人件費抑制にはつながらないこ

と、③定期昇給停止を行っている他校より高校の生徒募集定員の充足

、 。率がはるかに良いことを挙げ 定期昇給停止は不要であると反論した

イ 団交の最後に、単組が、２３年５月２３日付けの要求書を学園に提

出し、この要求書に対する説明を議題とする団交を申し入れた。単組
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は、この要求書において、学園に対し、①「教育条件改善の要求 、②」

「学園民主化の要求 、③「生活、権利要求 、④「公費助成金運動に」 」

ついて 、⑤「労働基本権の確立と労使関係の改善 、⑥「その他」の」 」

計６項目にわたる要求を速やかに実現するよう求めた。このうち、上

記③の項目には、定期昇給停止の撤回、一時金に関する要求が含まれ

ていた。一時金に関しては「カットされた一時金を２年後（平成２４

年度）までに平成１０年の５．９か月＋９．３万円に戻すこと 」と記。

載されていた。

ウ 次回の団交は、２３年６月１６日１８時３０分から行うこととされ

た。

同日、団交開催時刻になったところで、第２回団交の開催場所とさ

れていた岡崎商工会議所には、私教連の出席者並びにＢ５事務長及び

Ｂ７弁護士等は到着していたが、単組の出席者は職員会議が長引いた

ために到着していなかった。組合側がその旨をＢ５事務長に伝えたと

ころ、同事務長は、理事であるＢ３局長が本日欠席すると述べた（な

お、欠席理由の説明はなかった 。単組の出席者は３０分程度遅れて。）

到着したが、学園側出席者と私教連の出席者が協議し、この日の団交

を中止して団交を同月３０日に行うこととした。この件について、単

組は、同月２０日、学園に対し、学園側から交渉権限を持った交渉員

が出席しなかったと抗議した。

３ Ａ１委員長に対する本件自宅待機命令に至る経緯等

(1) 学園における物品購入時の事務取扱いについて

、 「 」ア 学園では ２２年４月２７日付けの 物品購入等稟議時の注意事項

と題する文書によって、物品購入に際し、１件１０万円未満の契約以

外は、原則２社以上から見積りを徴求することとされていた。
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イ ２３年２月下旬、当時高校の校長であったＢ８理事長（同年３月に

退任 ）から生徒募集を担当する渉外部に対し、生徒募集のためのリー。

フレット及びポスター（以下「リーフレット等」という ）の作成指示。

があり、担当のＡ１委員長は、Ｄ社と前年度に発注したＥ社に見積書

やラフ画の提出を依頼した。両社から提出された見積書等を渉外部で

検討したところ、Ｅ社の方が見積金額が若干安く、ラフ画の質が高い

として、同社に発注することになった。同委員長は、同年３月２９日

に両社の見積書を添付してりん議書を高校のＢ９教頭に提出した。

ウ ２３年４月４日、Ｂ６理事長は、就任挨拶において高校の教職員に

対し、見積りを取ることで経費削減ができたことを紹介したが、見積

りの取り方について明確な指示まではしなかった。

エ ２３年４月７日及び同月１８日、Ｂ１０教諭は、上記イとは別の件

で、見積書を添付せずりん議書を提出したところ、後日事務局から、

３社の見積書を添付の上再提出するよう求められた。

なお、Ｂ３局長は、Ｂ６理事長からの指示を受け、事務局の職員に

対しては、３社から見積りを取るよう指示していたが、岡崎学園にお

いては、物品購入の際に３社から個別に見積りを取らなければならな

いことについて、これを明記した文書は存在せず、理事会で決定され

たことではなかった。

オ ２３年４月初旬、Ａ１委員長は、上記イのりん議書について、Ｂ４

前事務長（同月３０日付けで退職 ）から、３社の見積書を添付して再。

提出するよう指示され、その際、当初のりん議書で発注先としたＥ社

に他の２社の見積書を取らせればよいと言われた。そこで、Ａ１委員

長は、Ｅ社に他の２社の見積書を取るよう依頼し、Ｅ社から、同社の

見積書の他に、Ｆ社とＧ社の見積書を受け取り、これら３社の見積書
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を添付してりん議書を再提出した。

後日、Ａ１委員長は、発注先が上記３社よりも低い見積額を提示し

たＣ社に決まったことを事務局の職員から聞かされた。なお、渉外部

は同社の選定に関わっていなかった。渉外部は、同社に作業内容を説

明したところ、同社から「既にあるデータを印刷するだけの作業と聞

いていた」として、納期（２３年５月１３日）に間に合わない可能性

を示唆されたため、納期に間に合わせるために、リーフレットのサイ

ズを縮小する等発注内容を変更した。

カ ２３年５月９日、上記オのとおり発注内容を変更したのに伴って新

たなりん議書の要請を事務局から受けた渉外部に対し、Ｂ２教頭は、

どのような形でもよいからりん議書を回すよう指示し、また、Ｂ４前

事務長の後任のＢ５事務長は、どのような形でもよいから見積書３社

分がそろえばよい旨述べた。

この件については、Ｂ２教頭が、Ｃ社に対し、他の２社の見積りの

取りまとめを依頼し、当該２社の見積書がＣ社から提出された。

(2) 本件取りまとめ①

２３年５月中旬、Ａ１委員長は、Ｃ社及びＥ社に対し、２回目のリー

フレット等の作成についての見積りを依頼した。また、同月２６日、Ａ

１委員長は Ｅ社に対し 他の１社の見積りの取りまとめを依頼した 以、 、 （

下、この依頼を「本件取りまとめ①」という 。。）

なお、本件取りまとめ①は、Ａ１委員長の判断で行ったもので、事務

長や他の管理職からの指示はなかった。

(3) 本件取りまとめ②

ア ２３年５月下旬、Ａ１委員長は、前年度も受注経験のあるＨ社のＨ

１社員に対し、同年８月に予定されていたオープンスクール（主に中
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学生を対象とした学校紹介の行事）の参加者に配布するクリアファイ

ル（以下「記念クリアファイル」という ）２０００部に係る見積りを。

、 。 、依頼するとともに 他の２社の見積りの取りまとめを依頼した 後日

Ａ１委員長がこれらの見積書を添付してりん議書を回付したところ、

Ｂ３局長からＡ１委員長に対し、これらの見積書の最低価格の範囲内

。 、でタオルや文房具等の記念品を追加するよう指示があった そのため

Ａ１委員長は、Ｈ１社員に対し、記念クリアファイル１０００部にタ

オルとペンを加えた場合の見積りを依頼したが、その結果、当初の見

積額を超えることが判明した。Ａ１委員長は、Ｂ５事務長に相談した

ところ、記念クリアファイル１０００部でりん議書を回すよう指示さ

れた。

イ ２３年６月中旬、Ａ１委員長は、Ｈ１社員に対し、記念クリアファ

イル１０００部に係る見積りを依頼するとともに、他の２社の見積り

の取りまとめを依頼した（以下、この依頼を「本件取りまとめ②」と

いい、本件取りまとめ①と併せて「本件取りまとめ」という 。。）

ウ ２３年６月２２日の夕方、Ｈ１社員が上記イの依頼による３社の見

積書を学園に持参した。この際、Ｂ３局長が、Ｈ１社員から見積書が

入った封筒を受け取り、封筒の中を確認したところ、Ｈ社の見積書と

他の２社の見積書は、個別に封かんされず同封されていた。そこで、

Ｂ３局長は、Ｂ５事務長に事情を確認するよう指示した。

同日、Ｈ１社員は、Ｂ５事務長からの事情聴取に対し、Ａ１委員長

の依頼により見積りの取りまとめを行ったことを認めた。Ｂ３局長が

電話でこのことをＢ６理事長に対し伝えたところ、Ｂ６理事長は、単

組の弱体化のためのチャンスである旨及び処罰が３回あれば解雇でき

る旨述べた。
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(4) 本件自宅待機命令

ア ２３年６月２３日、高校のＢ１１副校長は、Ｂ３局長からＡ１委員

長を自宅待機とするよう指示を受け、そのことを伝えるためにＡ１委

員長を副校長室に呼んだ。副校長室には、Ｂ１１副校長の他に、Ｂ２

教頭、Ｂ５事務長、事務員１名が同席し、途中からＡ２組合員が同席

した。その際、見積りの取りまとめを依頼した事実を尋ねられた同委

員長が当該事実を認めたところ、Ｂ１１副校長は、同委員長に対し、

同年７月７日の理事会で処分が決まるから、それまでは混乱を避ける

ために自宅待機とする旨を伝え 「当分の間、自宅待機を命じる」とし、

た校長名の書面を手渡した（本件自宅待機命令 。）

同書面を手渡すに当たり、Ｂ１１副校長は、他社の見積書が裸で同

じ封筒に入っていたことが問題であり、背任行為である旨述べた。ま

た、Ｂ５事務長は、１社に他社の見積りの取りまとめをさせることは

あるが、１社ずつ封筒に入れたものを提出させなければ、公開見積り

にならない旨述べた。

その際、Ａ１委員長は、上記(1)カに関連して、Ｂ２教頭に対し、１

社に他社の見積りの取りまとめをさせたことがあるかと質問したとこ

ろ、Ｂ２教頭は、それを認めた上で、見積書は別々の封筒に入ってい

た旨答えた。なお、学園は、Ｂ２教頭による見積りの取りまとめ依頼

について調査や処分をしなかった。

イ 同日、学園は、本件自宅待機命令を告知する内容の文書を高校の事

務局前の掲示板に掲示した（この掲示は翌日には外された 。なお、。）

学園においては、自宅待機命令に関して周知方法等を定めた規定はな

く、２３年６月２９日及び同年７月４日にそれぞれ、教員１名に自宅

待機が命じられたが、このことを告知する文書が学園内で掲示される
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ことはなかった。

また、学園は、本件自宅待機命令に当たり、教職員に対し自宅待機

を命じた前例の有無について確認しなかった。

ウ なお、上記(3)アの記念クリアファイルの作成は中止され、２３年８

月のオープンスクールでは、参加者に対する記念品としてシャープペ

ンシルが配布された。

４ 夏季一時金の不支給に至る経緯及び第２回団交（２３年７月６日）の状

況等

(1) 第２回団交の延期及び「法人説明会」の開催等

ア ２３年６月２８日、学園は、単組に対し、文部科学省への報告書等

の作成業務のため時間が取れないとして、同月３０日に予定している

団交（上記２(5)ウ）を７月中旬以降に延期するよう求めた。

これに対し 単組は 予定どおり ５月２３日付け要求書 上記２(5)、 、 、 （

イ）に対する説明を議題とする団交を開催するよう学園に要請した。

イ ２３年６月３０日、学園は、教職員を対象に「法人説明会」を開催

することを通知して開催し、Ｂ３局長が、夏季一時金を不支給とする

方針を告げた。この際、Ｂ３局長は、スクリーンに資料を投影し、学

園の負債率等の数字を読み上げて説明したが、説明資料は配布しなか

った。また、Ｂ３局長は、夏季一時金について、同年６月中旬の理事

会で不支給とすることになったが、同年７月７日の理事会で再度一時

金についての提言をすると述べた。

なお、同日、団交は開催されなかった。

ウ ２３年６月３０日、単組は、学園に対し、本件自宅待機命令は過剰な

措置であると抗議するとともに同命令の即時解除を要求した。また、

同年７月１１日にも再度同様の抗議をした。
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なお、本件自宅待機命令については、他の学校の労働組合から学園

に対してファクシミリで抗議文が多数送付された。

(2) 夏季一時金の不支給

ア ２３年７月１日は夏季一時金の定例支給日（７月の第１金曜日）で

あったが、この日、教職員に夏季一時金は支給されなかった。

同日、単組は、学園に対し、同年６月１６日の団交を中止し、同年

６月３０日の団交を延期したことや夏季一時金の不支給について抗議

するとともに、同年７月７日の理事会が行われる前に団交を開催し、

直ちに夏季一時金を支給するよう申し入れた。

なお、一時金については、学園の給与規程において、７月及び１２

、 、月に期末手当を ３月に年度末手当を支給することが規定されており

期末手当及び年度末手当支給細則において、これらの手当はそれぞれ

理事長が定める日に支給すると規定されているが、実際には支給月の

第１金曜日に支給されることが多かった。また、夏季一時金は、少な

くとも３年度から２２年度までは支給されていた。２２年度において

は、２２年６月２８日の団交で、同年７月２日（金曜日）に夏季一時

金として２．０１か月分を支給することで妥結し、一時金の総額につ

いては５．１か月を出発点として今後の交渉を行うものとされた。そ

の後、同年１１月１８日の団交で、一時金の総額を４．７５か月及び

加算分とすることで妥結した。

イ ２３年７月４日、単組は、学園に対し、上記アの団交申入れに対す

る返答がないとして、理事会が行われる前に団交を開催するよう再度

申し入れたところ、同日、学園は、同月６日に団交を開催すると回答

した。その際、学園は、理事会の決議事項に係わる案件については団

交で確答しない旨申し添えた。
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(3) 第２回団交の状況

２３年７月６日、第２回団交が開催され、学園側は、Ｂ５事務長、Ｂ

１１副校長、Ｂ９教頭及びＢ７弁護士が、組合側は、Ａ１委員長らが出

席し、本件自宅待機命令及び一時金に関して交渉が行われた。

ア 団交の冒頭において、学園側は、上記(2)の同月１日及び４日に単組

から申入れがあった団交について、同月５日付けのＢ５事務長への委

任状を組合側に提示した。この委任状には 「団交の窓口として委任す、

る 「理事会の決議事項に係わる案件については、団交の場で確答で。」

はなく、理事会に上申することを条件といたします 」との記載があっ。

た。

イ まず、本件自宅待機命令について、組合側が、その即時解除を求め

るとともに、命令を発した理由を質問したところ、学園側は、学内の

混乱を避け、父母・生徒の動揺を抑えるため命じたもので、本件自宅

待機命令は処分ではない旨答えた。また、２３年６月２３日に本件自

宅待機命令が告知された際のやりとりについて、組合側が、Ｂ５事務

長に対し、Ｂ２教頭が１社に他社の見積りの取りまとめを依頼した事

実を自認していたか否かを確認したところ、同事務長はこれを否定し

なかった。また、組合側が、Ｂ５事務長及びＢ１１副校長に対し、学

園は、Ａ１委員長が１社に他社の見積りの取りまとめをさせたことで

はなく、各社の見積書が同じ封筒に裸で入っていたことを問題として

いたのではないかと確認したところ、Ｂ５事務長及びＢ１１副校長と

もこれを否定しなかった。

ウ 次に、夏季一時金について協議されたが、学園側から不支給の根拠

となる資料は提示されなかった。

エ 団交の最後に、次回の団交開催期日を調整するに当たって、Ｂ５事
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務長は、２３年７月１５日以降の開催を求めたのに対し、組合側は、

同月１１日又は１３日の開催を求め、同月１５日以降に団交を行うの

であれば、夏季一時金を仮払いするよう求めた。

５ 第３回団交（２３年７月１５日）及び第４回団交（同月２６日）の状況

等

(1) 第３回団交に至る経緯

ア ２３年７月７日、学園の理事会が開かれ、夏季一時金を支給しない

ことが決定された。また、Ｂ３局長の上申により、Ａ１委員長に対す

る処分について審議されたが、結論は出されず、本件取りまとめに関

する調査が行われることとされた。

イ ２３年７月１１日、高校は、Ａ１委員長に対し、本件自宅待機命令

に関して 「総括報告書」に「これまでの経緯」及び「今回の件に関す、

るご自分の見解」等を記載して提出するよう書面で求めた。この書面

には「総括報告書の提出を以てその後の処遇を判断する 」と記載され。

ていた。

これに対し、Ａ１委員長は、同月１５日付けで「総括報告書」を提

出した 「総括報告書」には 「これまでの経緯」として 「Ｂ１１副校。 、 、

長やＢ５事務長から、１社に他社の見積書を依頼することはありうる

ことだが、他社の見積書が見られる状態で、１つの封筒にまとめて入

っていたことが問題であるとの説明を受けました。Ｂ２教頭に確認し

たところ、以前、Ｂ２教頭がＣ社に他社の見積書を取りまとめるよう

指示した際、他社の見積書は『別の封筒に入っていた』と説明されま

した 」と記載されていた。。

ウ ２３年７月１１日、単組は、学園に対し、同月６日の団交で示され

た委任状（上記４(3)ア）は委任する内容に制限が加えられており団交
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の委任状とみなすことはできないと抗議するとともに、同月１３日に

団交を開催するよう申し入れた。

これに対し、学園は、同月１３日、単組と協議する一切の件を委任

した代理人を団交に出席させ、同月１５日及び２５日に団交を開催す

ると回答した。

(2) 第３回団交の状況

、 、 、 、２３年７月１５日 第３回団交が開催され 学園側は Ｂ１２弁護士

Ｂ１３弁護士、Ｂ１４弁護士、Ｂ１５弁護士、Ｂ１１副校長、Ｂ２教頭

及びＢ５事務長が出席し、本件自宅待機命令、定期昇給の停止及び一時

金に関して交渉が行われた。

ア 本件自宅待機命令について、組合側が、現場が混乱している状況を

伝え、本件自宅待機命令の解除を求めたのに対し、学園側は、調査中

であると述べた。

イ 定期昇給及び夏季一時金の支給について、組合側が、これらの実施

を求めたのに対し、学園側は、同日付け「学校法人岡崎学園の財務状

況について」と題する資料を提示し、２０年度から２２年度までの学

園の収支状況、現預金及び短期借入金の推移から学園に資金がない旨

説明し、２３年度の定期昇給と一時金の支給を見送らざるを得ないと

主張した。なお、この資料には、２０年度から２２年度までの収支状

、 、 、況 現預金及び短期借入金の推移の表のほか ２２年度の貸借対照表

資金収支計算書及び消費収支計算書が掲載され、学園の見解として、

直近３か年の学園の収支状況は支出超過の状態にあり、更に借入金の

返済を加えると、支出の合計は帰属収入を大きく上回っており、その

差額は年々拡大しており、現預金の推移をみても資金の余裕はない旨

記載されていた。
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これに対し、組合側は、①学園が作成した「平成２２年度～２６年

度 ５か年経営改善計画」によれば、高校の人件費比率は愛知県内の

私立の高等学校の平均と比較して低いこと、②人件費の抑制により、

愛知県からの助成金が減額されていること、③高校は１９年度以降一

貫して黒字基調であること、④高校単独の金融資産は３年度から２１

年度までの間で２５億円以上生み出されていること、⑤生徒募集定員

の充足率は、定期昇給を停止している他校が４０パーセント程度であ

るのに対し、高校が８８パーセントであること、⑥高校と同程度の充

足率の他校の一時金は６．０か月プラス１０万円である上、高校は本

、 。 、俸も低いことを指摘し 学園側の説明に納得できないと述べた また

組合側は、高大分離か、高校と大学の独立採算制導入を要求した。

ウ これらの組合側の要求を受け、Ｂ１２弁護士は、Ａ１委員長の処遇

も含めて検討したい旨述べた。

エ 次回の団交は、２３年７月２６日に行うこととされた。

(3) Ａ１委員長に対する聴取り調査

２３年７月２２日、学園から依頼を受けたＢ１２弁護士、Ｂ１５弁護

士及びＢ１４弁護士が、見積りの取りまとめについて、Ａ１委員長に対

し、聴取り調査を行った 】。

(4) 第４回団交の状況

、 、 、 、２３年７月２６日 第４回団交が開催され 学園側は Ｂ１２弁護士

Ｂ１３弁護士、Ｂ１４弁護士及びＢ５事務長が、組合側は、Ａ１委員長

らが出席し、本件自宅待機命令及び一時金に関して交渉が行われた。

ア 本件自宅待機命令について、組合側が即時解除を求めたのに対し、

学園側は、調査中であると述べた。組合側は、調査の内容、期間につ

いて問いただしたが、学園側は、調査の内容は言えないが、本人から
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事情を聴き、調査報告書を作成して理事会に提出する旨述べた。

、 、 （ ）イ 夏季一時金について 学園側は 前回の団交 上記(2)の第３回団交

での組合側からの指摘を受け、１３年度から２２年度までの高校及び

大学の各収支一覧を提示して、高校の収支が黒字続きではない一方、

大学の収支も赤字続きではないことを説明し、また 「本学園の借入に、

ついて」と題する資料を提示して、２２年度末日時点における学園の

総負債比率（総負債／総資産）及び借入金等利息比率（借入金等利息

／帰属収入）が全国の私立学校の平均よりも高いことを説明した。

これに対し、組合側は、①１３年度の高校の支出には「資産処分差

額」という現金支出を伴わない支出が計上されており、本来は７５０

０万円の黒字になること、②私学振興共済事業団の経営判断指標によ

ると高校は優良経営に当たること、③黒字が続く時期もあった１３年

度以前の収支も考慮すべきこと、④高校単独の金融資産は、約２４億

４０００万円以上残っていなければならないが、大学等が施設整備と

して使い、５億３０００万円程度になっていること、⑤高校の教職員

の本俸は他校と比較すると極端に低いこと、⑥生徒募集定員の充足率

（過去５年間平均）が高校と同程度の他校の一時金は６．０か月プラ

ス１０万円であること、⑦２１年度における高校の人件費比率は愛知

、県内の私立の高等学校の平均に比べ１０パーセント程度低いのに対し

大学では全国平均に比べ１６パーセント程度高いこと、⑧人件費を抑

制したことにより、愛知県からの助成金が人件費を抑制しなかった場

合と比べて２２年度では２６００万円減額されていること等について

資料を提示して指摘した。その上で、組合側は、①短期借入金の返済

について１年延長を含めて善処すること、②高大分離が難しければ、

、 、少なくとも独立採算制導入を検討することを求めたところ 学園側は
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検討すると述べた。

ウ 次回の団交は、２３年９月８日に行うこととされた。

６ 本件けん責処分及び本件教科主任等の解任

(1) ２３年８月１０日、学園の理事会において、Ｂ１２弁護士らによる調

査結果を踏まえて、Ａ１委員長へのけん責処分が決議された。

また、同理事会において、Ａ１委員長の保健体育教科主任及び１年Ａ

組担任を解くことも決議された。

なお、学園の就業規則第３５条第２項では、懲戒として、①けん責、

、 、 、 、 、②減給 ③停職 ④降格 ⑤一般解雇 ⑥懲戒解雇の６種類が定められ

そのうち、けん責は「始末書をとり、将来を戒める」ものと定められて

いた 】。

(2) ２３年８月２２日、学園は、本件取りまとめ①及び本件取りまとめ②

についていずれも 「本学園の内規において、本学園の費用で物品を購入、

等する場合は、３社から個別に見積りを取得した上でりん議を受けるこ

とが義務付けられていた」として、これをしなかったことは、懲戒事由

を定めた学園の就業規則第３５条第１項第２号「就業規則或いは服務規

定、その他学園の規則・諸規程若しくは命令に違反したとき 、同項第３」

号「職務上の義務に違反し、又は職員の任務を怠ったとき」及び同項第

７号「上司の職務上の指示に従わず、学園の秩序、又は職場規律を乱し

たとき」に該当するとして、同条第２項第１号の規定に基づき、けん責

とする旨の同月１０日付けの辞令をＡ１委員長に手交し、始末書の提出

を求めた。また、学園は、Ａ１委員長に対し、教科主任等の解任を内容

。 、 、 、とする同日付けの辞令を手交した この際 学園は Ａ１委員長に対し

本件教科主任等の解任の理由を説明しなかった。なお、学園は、本件け

ん責処分や本件教科主任等の解任に当たり、物品購入に際して３社から
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個別に見積りを取らなかった教職員に対する処分例の有無を確認してい

なかった。

なお、学園の職務手当支給細則では、職務手当として、クラス担任に

は月額６０００円、教科主任には月額３０００円がそれぞれ支給され、

いずれも期末手当及び年度末手当の支給基礎額に算入されることが規定

されていたが、Ａ１委員長に対しては、本件教科主任等の解任に伴い、

教科主任手当が２３年８月分の給与以降は支給されなくなり、クラス担

任手当が同年９月分の給与以降は支給されなくなった。

(3) ２３年８月２５日、Ａ１委員長が、学園に始末書を提出し、本件自宅

待機命令は解除された。

なお、学園の特殊勤務手当支給細則では、特殊勤務手当として、早朝

の補習授業（以下「朝学」という ）を担当した場合には１回当たり１０。

００円、午後５時以降の部活動指導を行った場合には１回当たり８００

。 、円がそれぞれ支給されることが規定されていた Ａ１委員長に対しては

特殊勤務手当が、同年４月に５６００円、５月に８８００円、６月に５

０００円、７月に１万２００円支給されていたが、本件自宅待機命令の

期間中は支給されなかった。

７ 第５回団交（２３年９月８日）及び第６回団交（同年１０月１４日）の

状況等

(1) 第５回団交に至る経緯

２３年８月２６日及び９月１日、単組は、本件けん責処分及び本件教

科主任等の解任に関して、学園に対し、同月８日に予定されている団交

を前倒しして実施するよう申し入れたが、学園は、都合がつかないと回

答した。

(2) 第５回団交の状況
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２３年９月８日、第５回団交が開催され、学園側は、Ｂ１２弁護士、

Ｂ１３弁護士、Ｂ１４弁護士、Ｂ１５弁護士、Ｂ１１副校長、Ｂ２教頭

及びＢ５事務長が、組合側は、Ａ１委員長らが出席し、本件自宅待機命

令等及び一時金に関して交渉が行われた。

ア 本件けん責処分について、組合側が、理事会に出席している者が団

交に出席していないために理事会の審議内容に関する説明ができない

のであるから、発令者の理事長が団交に出席して事情を説明し、事態

の収拾を図るべきであると主張したところ、学園側は、要望があった

ことは伝える旨述べた。

また、組合側が、Ａ１委員長の行為が服務規程のどの規定に抵触す

るのか質問したところ、学園側は、内規違反であると答えた。組合側

が、そのような内規は存在しない、１社に他社の見積りの取りまとめ

を依頼した者は他にいないのかと反論したのに対し、学園側は、答え

る必要はない等と述べた。

さらに、組合側は、Ｂ５事務長が「ある会社に他社の見積りを取ら

せることもあるが、他社の見積りが裸で入っていることが問題」と言

っていたと主張するとともに、Ｂ２教頭に対し１社から他社の見積り

を取ったことはないのか問いただしたが、学園側は応答しなかった。

イ 夏季一時金について、学園側は、前回の団交（上記５(4)の第４回団

交）で組合側から指摘のあった１３年度の「資産処分差額」に関し、

高校の校舎取壊しによるものが計上されていることを認めた。また、

組合側からの提案等については理事会に報告したが、短期借入れによ

る対応については考えておらず、高大分離については検討に時間を要

する旨述べた。

組合側が、２３年８月１９日の職員会議でＢ３局長から同月１０日
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の理事会で高大分離が決定されたとの報告があったと述べると、学園

側は、確認を取らせてもらいたいと述べた。

次いで、組合側は、大学の資金不足については、スポンサーである

河原学園で対応するよう求めた。

また、組合側は、教育研究活動のキャッシュフローについて、１８

年度は１億６３００万円、１９年度は１億７５００万円、２０年度は

１億４１００万円とそれぞれ黒字となっており、これらと同程度のキ

ャッシュフローがあれば借入金を１億円以上減らせるが、２３年度は

２億５２００万円のキャッシュフローを予算として計上しており、こ

れは人件費を削減して無理をしている証左である旨主張した。これに

、 、 、対し 学園側は 耐震補強工事を想定しているからである旨答えたが

組合側は、耐震補強工事は計画的に行う必要がある等と反論した。学

園側は、組合側の主張及び要求について、理事会で検討することを約

束した。

ウ 次回の団交は、２３年１０月１４日に行うこととされた。

(3) 第６回団交の状況

２３年１０月１４日、第６回団交が開催され、学園側は、Ｂ１３弁護

士、Ｂ１４弁護士、Ｂ１６大学事務長及びＢ４事務員が、組合側は、Ａ

１委員長らが出席し、本件自宅待機命令等、定期昇給の停止及び一時金

に関して交渉が行われた。

ア まず、前回の団交（上記(2)の第５回団交）で組合側が要望した理事

長の団交への出席について、学園側は、改めて確認したが出席の必要

はないと判断していると答えた。

イ 次いで、本件教科主任等の解任について、組合側が、撤回を要求し

たところ、学園側は、撤回する考えはないと回答した。また、組合側
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が、本件教科主任等の解任の理由を説明するよう繰り返し求めたのに

対し、学園側は、適性がないと判断した旨の発言を繰り返し、何をも

って適性がないと判断するかは学園の考え方であり、Ａ１委員長個人

の適性に関わる問題でもあるから団交で話す問題ではない旨述べた。

さらに、組合側が、Ｂ２教頭も１社に他社の見積りの取りまとめを

依頼していたと指摘したのに対し、学園側は、そのような事実は確認

しておらず、必要があれば調査するが、調べる必要があるかどうかは

学園が判断することであると述べた。そのため、組合側は 「学校の判、

断がおかしいと思うから、理事長の団交出席を求めている。弁護士の

先生方は代理人とはいえ、メッセンジャーをやっているだけだ 」と述。

、 「 、 。」 。べたところ 学園側は 我々は 学校の考えを伝えている と述べた

、 、 、これに対し 組合側は Ｂ２教頭の件を調査していないのか尋ねたが

学園側は、調査の有無については答える必要がないから、答えるつも

りはないと述べた。

組合側は 「代理人の先生方に説明を求めても、困ってしまっている、

ようだ。だから、理事長に出てきていただく必要がある 」と述べ、理。

事長の団交への出席若しくは出席しない場合はその理由を文書で提出

するよう要求した。これに対し、学園側は、要求があったことは伝え

る旨述べた。

ウ 高大分離について、学園側は、２３年８月の理事会で検討されてい

たようであるが、決定されてはいないと答えた。これに対し、組合側

が、理事会の議事録を提示するよう要求したところ、学園側は、検討

すると述べた。

また、組合側が、何のために高大分離を検討したのか尋ねたのに対

し、学園側は、仮に高大分離を決定したとすれば、検討理由を説明す
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るのかもしれないが、現時点でそのような予定はないので答えられな

い旨述べた。組合側が、検討の中身を説明するよう求めたのに対し、

学園側は、その必要はないと答えた。

さらに、組合側が、①河原学園はもともと高大分離を考えていたは

ずである、②河原学園は学園の運営資金を提供してくれるスポンサー

のはずである、③高校が作った２５億円が他部門に流用されている、

④大学では高校の資金を流用して全国平均よりも高い人件費を費やし

ているのに対し、高校の人件費比率は私立学校の平均と比べるとはる

かに低いと主張した。これに対し、学園側は、①については、現在検

討されていることとは別のことである、②については、河原学園はス

ポンサーになっているわけではなく、河原学園に資金を提供してもら

、 、 、う話はない ③については 独立採算ではないので財布は一つであり

学園の資金である、④については、他校とは財政状況が違うので、学

園の財政状況で考えなければならない、とそれぞれ反論した。

加えて、組合側は、耐震補強工事に要する費用を尋ねたが、学園側

は、見積りを取るにも費用を要するとして、回答しなかった。

その上で、組合側が、固定資産の売却や短期借入れをしてでも、定

期昇給や一時金の支給を行うよう求めたところ、学園側は、借入れが

できる状況にはないが、固定資産の売却については検討している旨答

えた。

そこで、組合側が、一時金をどこまで出せるのかを具体的に提起し

てほしい旨述べたところ、学園側は、検討する旨述べた。これに対し

て、組合側は 「遅い、今何月だと思っているのか 「いつ頃までに、、 」、

こういうふうにめどをつける努力をするとはっきり説明していただき

」、「 」 、 、たい 早くめどを示していただきたい と述べたところ 学園側は
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「具体的な約束ができればするが、適当なことを言うわけにはいかな

い 「試算した上で、払えるお金があったら、きちんと人件費に充て」、

たいという考えは持っている」と答えた。

エ 団交の最後に、組合側は、理事長の出席を求めるとともに、出席の

可否について文書で回答するよう求めたのに対し、学園側は、学園が

決めることである旨述べた。また、組合側は、次回の団交の候補日を

１週間以内に通知するよう求めたのに対し、学園側は、努力すると述

べて、団交が終了した。

なお、学園側からは、その１週間後までに次回団交の候補日の通知

はなされなかった。

８ 第７回団交（２３年１２月９日）の状況等

(1) 第６回団交後の状況

２３年１１月４日、単組は、学園に対し、前回の団交（上記７(3)の第

６回団交）で次回の団交の候補日の回答期限を１週間後としたにもかか

わらず未回答であるとして、同月９日までに団交の候補日を回答するよ

う求めたが、学園から回答はなかった。そこで、同月１９日、単組は、

学園に対し、団交の候補日を回答するよう再度求めたところ、同月２４

日、学園は、２３年１２月９日に団交を開催すると回答した。

(2) 冬季一時金の支給

ア ２３年１１月２９日、学園は、単組と交渉することなく、朝礼にお

いて、冬季一時金を「１．５か月分＋α」とする旨発表した。なお、

２２年度の冬季一時金は２．７４か月分であった。

同日、単組は直ちに、学園が一時金を一方的に削減したことに抗議

し、一時金の支給に関して支給予定日（２３年１２月２日）前に団交

を開催するよう申し入れるとともに、支給予定日前に団交が開催でき
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ない場合には、前年度と同額の一時金（４．７５か月分）を暫定的に

支給するよう要求し、この件に関して、翌３０日までに回答するよう

求めたが、学園からの回答はなかった。

イ ２３年１２月２日（金曜日 、学園は、上記アの発表どおり「１．５）

か月分＋α」により算出した冬季一時金を支給した。

(3) 第７回団交の状況

、 、 、 、２３年１２月９日 第７回団交が開催され 学園側は Ｂ１３弁護士

Ｂ１４弁護士及びＢ４事務員が、組合側は、Ａ１委員長らが出席し、本

件自宅待機命令等及び一時金に関して交渉が行われた。

ア 本件教科主任等の解任について、組合側が撤回を求めたのに対し、

学園側は、撤回する考えがない旨答えた上で、本人に適性がないと判

断したもので、その具体的な内容は団交の場で説明すべきことではな

い旨述べた。

イ 団交の日程調整について、組合側が、前回の団交（上記７(3)の第６

回団交）で１週間以内に団交候補日を通知することを求めたにもかか

、 、 、わらず 団交候補日の通知が遅れた理由を尋ねたのに対し 学園側は

返事の遅れについて謝罪した上で、特段遅れた理由はないが、日程調

整が難航した旨述べた。

ウ 一時金について、学園側は、２３年１２月９日付け「学校法人岡崎

学園の財務状況について」と題する資料を提示して、２３年度上半期

の収支状況を慎重に検討した結果、冬季一時金として１．５か月分を

確保することができたこと等を説明したが、この資料には財務状況に

係る数値は記載されていなかった。これに対し、組合側が、一時金を

１．５か月分しか払えない根拠を具体的に示すよう求めたところ、学

園側は、具体的な数字をもって説明する予定にはなっていないが、グ
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ラウンド整備等にとっておきたい資金を冬季一時金に回した等と述べ

た。

エ 次回の団交は、２４年１月１３日に開催するよう調整することとさ

れ、団交が終了した。

(4) 本件救済申立て

２３年１２月２８日、組合は、前記第１の１のとおり、愛知県労委に

救済申立てを行った。

９ 本件救済申立て後の労使事情

(1) ２３年度の団交の状況

ア 第８回団交は、一時金に関して、学園側が予定を変更し、２４年２

月３日に行われた。第８回団交は、上記８(3)エのとおり同年１月１３

日に開催するよう調整することとされていたため、組合側は、学園側

、 、が一方的に予定を変更したことを問題視し その理由を尋ねたところ

学園側は、日程が確定していたという認識がなかったことに加え、団

交における回答の準備が間に合わなかったためである旨回答した。

【甲70の1,82,83】

イ 第９回団交及び第１０回団交は、一時金に関して、２４年２月８日

から同月１８日までの間に、学園と単組の間で複数回日程調整が行わ

れた結果、それぞれ２４年３月７日及び同月１５日に行われた。

ウ 第１０回団交において、学園側は、冬季一時金として１．５か月分

、 、を支給した理由として ①支払不能状態を回避するための資金として

少なくとも２億円が必要であるが、２２年度に８４００万円の現金支

出超過があったことに加えて、２３年度は前年度より学生生徒等納付

金が７９００万円、補助金が４８００万円それぞれ減少し、短期借入

金を２億円返済しているため、収支の見直しをしなければ、２４年度
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は３６００万円の資金不足が生じることから、２３年度は２億３６０

０万円以上の収入増・支出減の対策を採らなければならないこと、②

これを達成するため、役員報酬の不支給、資産の売却及び人件費の削

減を行い、資産の売却により６４００万円収入増があったが、人件費

を１億７２００万円削減する必要がある旨説明した。

これに対し、組合側は、高校の一時金の１か月分は２０００万円と

言われており、１．５か月分が支給の限界であるとは考えておらず、

短期借入金については２３年度に２億円を返済するのではなく、１億

円は次年度に返済すればよい等と反論・提案した。

エ 学園の２３年度の決算資料（貸借対照表、資金収支計算書、消費収

支計算書等）については、２４年６月２５日の団交で提示され、説明

された。

また、同年７月２４日、学園は、２３年度の計算書類の閲覧を認め

ることとした。さらに、学園は、同日の団交において、同年度決算書

及び２４年度予算書を組合側に提示した。

(2) 初審命令交付及び再審査申立て後の労使事情

ア ２５年１２月２日、愛知県労委が、前記第１の３のとおり、初審命

令を交付したところ、同月１３日、学園は、同４のとおり、当該命令

を不服として、再審査を申し立てた。

イ ２６年４月１日、河原学園が、学園を合併し、本件における再審査

申立人の地位を承継した。

ウ ２６年度になって、Ａ１委員長は、教科主任及びクラス担任に選任

されている。

第４ 当委員会の判断
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、 （ ）１ 本件自宅待機命令 本件けん責処分及び本件教科主任等の解任 争点１

について

当委員会も、本件自宅待機命令等は、労組法第７条第１号の不当労働行

為に当たると判断する。その理由は、次のとおりである。

、 「 」（ ）(1) まず 本件自宅待機命令等が 不利益な取扱い 労組法第７条第１号

に該当するかを検討する。

ア 本件自宅待機命令についてみると、Ａ１委員長は、同命令が２３年

６月２３日に出されてから同年８月２５日に解除されるまでの間、朝

学等を担当した場合に支給される特殊勤務手当が支給されなかったこ

とが認められる（前記第３の６(3) 。Ａ１委員長に特殊勤務手当が支）

給されなかったのは、同委員長が特殊勤務手当の対象となる業務に従

事する機会を本件自宅待機命令によって失ったことによるものである

から、本件自宅待機命令は経済的不利益を伴うものである。

イ 本件教科主任等の解任についてみると、Ａ１委員長は、２３年８月

１０日付けで教科主任及びクラス担任から解任されたことにより、教

科主任手当及びクラス担任手当が支給されなくなったことが認められ

（前記第３の６(2) 、本件教科主任等の解任は経済的不利益を伴うも）

のである。

ウ このように、本件自宅待機命令及び本件教科主任等の解任はいずれ

も、経済的不利益を伴うものであり、そのうえ、Ａ１委員長の教師と

しての本来の業務を取り上げ、これにより教育技能の低下をもたらす

、 、だけでなく 教育者としての社会的評価や自負心を損なうものといえ

職業上の不利益及び精神的不利益をも伴うものといえる。

、 、 「 、また 本件けん責処分は 学園の就業規則によれば 始末書をとり

将来を戒める」ものとされており（前記第３の６(1) 、それ自体に直）
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接的な経済的不利益はないとしても、将来の処遇に関して不利益が生

ずるおそれがないとはいえず、また、名誉感情を害するという精神的

不利益を伴うものであることは明らかである。

したがって、本件自宅待機命令等は、いずれも労組法第７条第１号

の「不利益な取扱い」に該当する。

(2) 次に 本件自宅待機命令等は Ａ１委員長が組合員であること等の 故、 、 「

をもって （労組法第７条第１号）行われたものであるか、すなわち、学」

園の不当労働行為意思によって行われたものといえるかを検討する。

ア 本件自宅待機命令等の合理性について

、 、(ｱ) 学園は ２３年６月２３日に本件自宅待機命令を発するに当たり

「他社の見積書を裸で同じ封筒に入れていたことが問題で背任行為

である」ことを理由にしており（前記第３の３(4) 、同年８月２２）

日に本件けん責処分を行うに当たり 「本学園の内規において、本学、

園の費用で物品を購入等する場合は、３社から個別に見積りを取得

した上でりん議を受けることが義務付けられていた」として、Ａ１

委員長がこれをしなかったことを理由にしている（同６(2) 。そこ）

で、まず、このような見積書の取得方法を問題にしてなされた本件

自宅待機命令及び本件けん責処分に合理的な理由があるかを検討す

る。

Ａ１委員長は、本件取りまとめに当たって、３社から個別に見積

りを取得していなかったところ（同３(2)及び同３(3)イ 、学園は、）

見積書の取得方法について、２３年４月以降、３社見積りの取得を

義務付け、担当教職員に周知しており、相互に見積書の内容を秘匿

させることはこの指示に当然に内在する旨主張する（前記第２の１

(1)ア 。）
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そこで、学園における物品購入時の事務取扱いについてみると、

確かに、①２２年４月２７日付け文書によって原則２社以上の見積

りを取ることとされていたこと（前記第３の３(1)ア 、②２３年４）

月、Ｂ６理事長が就任挨拶において、見積りを取ることで経費削減

ができたことを紹介したこと（同ウ 、③Ｂ３局長は、同理事長から）

指示を受け、事務局の職員に対しては、３社から見積りを取るよう

指示しており、事務局から見積書を添付せずにりん議書を提出した

教諭に対し、３社の見積書を添付して再提出するよう求めたことが

あったこと（同エ）が認められる。しかし、学園が上記①の取扱い

を改めて、２３年４月以降、３社から個別に見積りを取得すること

を義務付けるのであれば、そのことを文書等によって周知しておく

必要があったというべきであるが、３社から個別に見積りを取得す

べきことについて、Ｂ６理事長が上記②において明確な指示をする

ことはなく（同ウ 、これを明記した文書も存在しなかった（同エ））

また、Ａ１委員長は、本件取りまとめに先立って、①２３年４月

初め頃、Ｂ４前事務長から、りん議書には３社の見積書を添付しな

ければならず、発注を予定している会社に他の２社の見積書を取ら

（ ）、 、 、せればよいと言われたこと 同オ ②同年５月９日 Ｂ２教頭から

どのような形でもよいからりん議書を回すように指示され、Ｂ５事

務長からも、どのような形でもよいから３社分がそろえばよい旨言

われたこと（同カ）が認められるところ、上記①及び②のいずれに

おいても、３社から個別に見積りを取得するよう、見積書の取得方

法について明確に指示されていたとは認められない。

以上のとおり、物品購入に際して３社から個別に見積りを取得し

なければならない等の見積書の取得方法については、教職員に周知
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されておらず、また、Ａ１委員長に対する個別の指示もなかったこ

とからすると、同委員長による上記見積書の取得方法を理由として

なされた本件自宅待機命令や本件けん責処分には、合理的な理由が

あるとはいえない。

(ｲ) また、学園は、２３年８月２２日、本件けん責処分と併せて、理

由を説明することなく本件教科主任等の解任に及び（前記第３の６

(2) 、その後の団交においても、解任理由については、適性がない）

とするのみで、具体的な説明をしていない（同７(3)イ及び同８(3)

ア）ことからすれば、本件教科主任等の解任に合理的な理由がある

とは認め難い。なお、本件けん責処分に理由がある以上本件教科主

任等の解任について合理性は否定されないとする学園の主張（前記

第２の１(1)エ）からすると、本件教科主任等の解任は、本件けん責

処分を理由にしたものという余地もあるが、上記(ｱ)のとおり本件け

ん責処分に合理的な理由はないから、本件けん責処分を理由とした

本件教科主任等の解任にも合理的な理由は認められない。

(ｳ) なお、２３年６月２２日に見積書の取りまとめが発覚してから本

件自宅待機命令等に至る学園の一連の対応（前記第３の５(1)アイ及

び同５(3)）をみると、本件けん責処分は十分な調査を経て行われた

ものとはいえないし、また、本件自宅待機命令が調査のためのもの

であったとは言い難く、これらの対応は、本件自宅待機命令等がＡ

１委員長に対して不利益を課すものであることからみて、手続上の

相当性も欠くものである。

(ｴ) 以上のとおりであるから、本件自宅待機命令等にはいずれも合理

的な理由は認められず、合理性を欠くものというべきである。

イ 本件自宅待機命令等に至る労使関係等について
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(ｱ) まず、Ａ１委員長の組合活動の状況をみると、同委員長は、１６

年に単組に加入して以降、１８年から２０年までの間においては書

、 （ ）、記長を務め ２１年から執行委員長を務めており 前記第３の１(2)

学園理事長等の交代があった２３年３月以降においても、以下のよ

うに単組が定期昇給停止や夏季一時金不支給について団交等の活動

を行うに当たって、中心的な役割を担っていた。

(ｲ) 次に、２３年６月２３日の本件自宅待機命令に至る労使関係をみ

ると、①学園では、２３年３月２３日、新たにＢ６理事長が選任さ

れ、同年４月１日、Ｂ３局長が就任したこと（同２(1) 、②同月２）

２日、学園が、単組と交渉することなく、学園財務の再建のために

人件費削減が急務であるとして、定期昇給の停止を教職員に通知し

たのに対し、単組が抗議して団交を書面で申し入れようとしたとこ

ろ Ｂ３局長がこの書面の受取を拒否したこと 同２(3)及び同２(4)、 （

ア 、③同年５月２３日に団交が行われ、単組は、定期昇給の停止の）

撤回を要求し、同年６月１６日に引き続き団交が行われることにな

ったが、当日になってＢ３局長が欠席することになり、団交が延期

されたこと（同２(5)）が認められる。上記の経過からすると、学園

では、執行部の体制が変わって、単組と交渉することなく定期昇給

を停止しようとしたことをめぐって単組と学園の対立関係が顕在化

する中で、定期昇給停止の撤回要求に関して２３年６月１６日に予

定されていた団交が延期となった１週間後の同月２３日に、学園は

本件自宅待機命令を行ったものである。

さらに、本件けん責処分及び本件教科主任等の解任に至る労使関

係の推移をみると、学園が、単組と交渉することなく、２３年６月

（ ）３０日に夏季一時金を不支給とする方針を教職員に伝えた 同４(1)
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のに対して、単組は、夏季一時金を支給するよう申し入れ（同４(2)

ア 、同年８月１０日の本件けん責処分及び本件教科主任等の解任の）

決議に至るまでの間、団交は３回行われたが、組合は、夏季一時金

に関する学園の説明に納得せず、大学が高校の資産を流用している

として、高大分離を要求するなどして合意に至らなかったこと（同

、 ） 。 、 、４(3) 同５(2)及び同５(4) が認められる このように 学園では

定期昇給の停止問題について解決がなされないまま、夏季一時金の

不支給という新たな問題が発生し、本件自宅待機命令をめぐる問題

と相まって労使間の対立が一層厳しくなる中で、これらに関する団

交が継続している時期に、学園は本件けん責処分及び本件教科主任

等の解任を行ったものである。

、 、(ｳ) そのうえ 本件自宅待機命令等と他の事例の均衡についてみると

学園では、Ｂ２教頭がＣ社に対して他の２社の見積りの取りまとめ

を依頼したことがあったが（同３(1)カ 、学園は調査や処分をして）

いない（同３(4)ア 。これについて、学園は、Ｂ２教頭が見積りの）

取りまとめを依頼したことがあったとしても、見積書がそれぞれ別

の封筒で用意されていれば３社見積りの趣旨を損なわないよう配慮

されたものとして、調査・処分が行われなくても不当ではない旨主

張するが、学園は、Ａ１委員長が３社から個別に見積りを取得しな

かったことを内規違反としていたのであるから（同６(2) 、見積書）

がそれぞれ別の封筒で用意されていたとしても、内規違反に当たり

得る。それにもかかわらず、学園は、Ｂ２教頭に対しては調査や処

分をせず、Ａ１委員長に対してのみ調査や処分を行ったのであるか

ら、このような学園の対応は明らかに公平性を欠くものである。

(ｴ) 加えて、２３年６月２２日、Ｂ３局長がＢ６理事長に本件取りま
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とめ②について報告したところ、同理事長が、単組の弱体化のチャ

ンスである旨、処罰が３回あれば解雇できる旨述べたことも認めら

れる（同３(3)ウ 。このようなＢ６理事長の言動は、単組及びＡ１）

委員長の組合活動に対する嫌悪感を示すものといえる。

これについて、学園は、上記認定の根拠とされたＢ３証言は信用

できない旨主張する（前記第２の１(1)オ 。確かに、同局長は、初）

（ ）、 、審で供述した当時 ２５年５月１０日 既に河原学園から解雇され

自身の地位をめぐり河原学園と係争中であったことは認められる 前（

記第３の２(1) 。しかし、Ｂ３証言は２３年６月２２日のＢ６理事）

長との電話の内容について述べているもので、その内容は自らの解

雇の是非に直接関わるものではなく、特に不自然な点を見いだすこ

とはできない。これに対して、学園側のＢ５事務長が再審査におい

てＢ６理事長から組合を嫌悪する発言を聞いたことがない旨を証言

しているが、Ｂ６理事長が自らの発言を否定する証言を行ったわけ

ではないし、Ｂ５事務長がＢ３局長とＢ６理事長のやりとりを聞い

たというものでもなく、上記認定を覆すには至らない。かえって、

学園の執行体制が変わって定期昇給をめぐって労使間の対立関係が

顕在化していた当時の状況（上記(ｲ)）に照らすと上記のＢ３証言は

信用性を認められるものである。

ウ 小括

本件自宅待機命令等については、上記アのとおり合理性に欠けるも

のである一方で、当時の労使関係をみると、学園は、上記イのとおり

定期昇給停止や夏季一時金不支給をめぐり単組と厳しく対立していた

中で、これらに関する団交が継続している時期に、本件自宅待機命令

等を、単組において中心的役割を果たしていた執行委員長を対象に行
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ったものである。これらの点を総合して判断すると、本件自宅待機命

令等は、定期昇給停止や夏季一時金不支給等に反対する単組の存在及

び活動を嫌悪し、その中心的人物であるＡ１委員長の活動を嫌悪して

、 、 、行われたもの すなわち Ａ１委員長が組合員であること故をもって

又は、単組の正当な行為をしたことの故をもって行われたものと認め

られる。

(3) 不当労働行為の成否について

以上のとおりであるから、本件自宅待機命令等は、Ａ１委員長が労働

組合の組合員であること、又は労働組合の正当な行為をしたことを理由

になされた不利益な取扱いであると認められる。よって、これが労組法

第７条第１号の不当労働行為に当たるとした初審判断は相当である。

２ ２３年５月２３日から同年１２月９日までの間における７回の団交に関

する学園の対応（争点２）について

当委員会も、２３年５月２３日から同年１２月９日までの間における７

回の団交に関する学園の対応について、①同年６月３０日に予定されてい

た第２回団交を延期したこと、②同年１０月１４日の第６回団交後、速や

かに団交期日を設定しなかったこと、③本件自宅待機命令等に係る交渉に

おける対応、④２３年度冬季一時金に係る交渉における対応、⑤実質的な

交渉権限を持つ者を出席させなかったことはいずれも、労組法第７条第２

号及び第３号の不当労働行為に当たると判断する。その理由は、次のとお

りである。

なお、当委員会としては、争点２を判断するに当たり、労組法第７条第

２号の不当労働行為の成否については、上記①ないし⑤の学園の対応を個

別に検討し、その上で、同条第３号の不当労働行為の成否については、上

記①ないし⑤の学園の一連の対応を、交渉全体の経過を踏まえて検討する
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こととする。

(1) 団交期日について

ア 第２回団交の延期について（争点２のア①）

(ｱ) まず、第２回団交の延期の経緯をみると、学園は、２３年６月３

０日に予定されていた、一時金に関する要求を議題に含む第２回団

交を、文部科学省への報告書等の作成業務のため時間が取れないと

して、同年７月中旬に延期するよう求める一方（前記第３の２(5)イ

ウ及び同４(1)ア 、当日、教職員を対象に夏季一時金に関する「法）

人説明会」を通知して開催し、団交は行わなかったものである（同

４(1)イ 。）

これについて、学園は、夏季一時金が全教職員に関わる事項であ

ることから、全教職員対象の法人説明会を開催することを優先した

もので、その後速やかに団交が行われたこと等の事情を挙げて、第

２回団交の延期は不誠実な対応とはいえない旨主張する（前記第２

の２( )ア(ｱ) 。1 ）

しかし 「法人説明会」は団交に代わるものではなく、単組が学園、

の延期申入れに対して予定どおり団交を開催するよう求めていたこ

と（前記第３の４(1)ア）も踏まえると、夏季一時金が全教職員に関

わる事項であるとしても、法人説明会を開催することを優先して団

交を延期することは相当であるとはいえず、その後２３年７月６日

に団交が開催されたこと（同４(3)）を考慮しても、以上の判断は左

右されるものではない。したがって、学園が同年６月３０日に予定

されていた第２回団交を延期したことに相当な理由はない。

(ｲ) そのうえ、一時金の支給時期については、給与規程に定めがある

のは支給月だけとはいえ、実際には支給月の第１金曜日に支給され
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ることが多く、２３年度夏季一時金の定例支給日は同年７月１日で

あったこと（同４(2)ア）からすると、第２回団交を延期した学園の

対応は、一時金の定例支給日前の団交を回避しようとしたものと評

価せざるを得ない。このことからも、学園が同年６月３０日に予定

されていた第２回団交を延期したことに相当な理由がないことは明

らかである。

(ｳ) 以上によれば、既に予定されていた第２回団交開催期日を相当な

理由もなく延期した学園の対応は、労組法第７条第２号に違反する

不誠実なものというべきである。

イ 第６回団交後の団交期日の設定について（争点２のア②）

(ｱ) 第６回団交後から第７回団交までの経過をみると、①２３年１０

月１４日の第６回団交において、一時金について交渉が行われ、組

合側が、一時金について早くめどを示してほしい旨発言した上で、

次回の団交の候補日を１週間以内に通知するよう求めたのに対し、

学園側は努力すると述べたが、１週間以内には通知がなされなかっ

たこと（前記第３の７(3)エ 、②同年１１月４日、単組は、学園に）

対し、団交の候補日について未回答であるとして、同月９日までに

、 （ ）、回答するよう求めたが 学園からの回答はなかったこと 同８(1)

③同月１９日、単組は、学園に対し、団交の候補日を回答するよう

再度求めたところ、同月２４日、学園から同年１２月９日に団交を

開催するとの回答があったこと（同８(1) 、④同日、団交が開催さ）

れ、学園は、団交の開催が遅れた理由について、特段遅れた理由は

、 （ ） 。ないが 日程調整が難航した旨述べたこと 同８(3) が認められる

上記の経過からすると、学園は、２３年１０月１４日の第６回団

交において、組合側から一時金のめどを早く示すことが求められ、
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次回の団交の候補日を１週間以内に通知するよう努力する旨回答し

ておきながら、組合から再度にわたり催促されるまで一切連絡しな

かったもので、学園の事情により、第７回団交は第６回団交から約

２か月経過した後に行われることになったものである。そして、団

交候補日の通知が遅れた理由について、学園は日程調整が難航した

と述べるのみであり、相当な理由が示されたとはいえない。

(ｲ) そのうえ、上記アのとおり、一時金は支給月の第１金曜日に支給

されることが多かった上に、２３年度冬季一時金は２３年１２月２

日の金曜日に支給されていること（同８(2)イ 、単組が冬季一時金）

（ ） 、支給予定日前の団交開催を求めていたこと 同８(2)ア からすると

相当な理由もなく団交候補日を連絡せず、同月９日に第７回団交を

開催すると回答した学園の対応は、支給日前の団交を回避しようと

していたものと評価せざるを得ない。このことからも、学園が第７

回団交の候補日を連絡しなかったことに相当な理由はない。

なお、学園は、２か月も間を空けることなく団交に応じており、

一期日の連絡遅れを捉えて不当労働行為と認定するのは偏狭な見方

であると主張するが（前記第２の２(1)ア(ｲ) 、団交、とりわけ一時）

金に関する団交は適切な時期に行わないと時機を逸することになり

、 、 、かねないものである上 本件においては特に 第６回団交において

組合が学園に一時金に関して速やかに具体的な提案をするよう求め

ていた（前記第３の７(3)ウ）にもかかわらず、２３年度冬季一時金

の支給後に団交が開催されることになったことからすると、まさに

交渉の時機を逸したものといわざるを得ず、学園の上記主張には理

由がないというべきである。

(ｳ) 以上によれば、相当な理由もなく第７回団交の候補日を連絡しな
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かった学園の対応は、労組法第７条第２号に違反する不誠実なもの

というべきである。

(2) 本件自宅待機命令等に係る交渉における学園の対応について（争点２

のイ）

学園は、本件教科主任等の解任は校務分掌の変更に過ぎず義務的団交

事項ではない旨主張するが（前記第２の２(1)イ 、本件教科主任等の解）

任はＡ１委員長の処遇に関わるものであり、義務的団交事項に該当する

ことは言うまでもない。

、 、そこで 本件自宅待機命令等に係る交渉における学園の対応をみると

、①組合が見積りの取りまとめを依頼した者は他にいないか尋ねたところ

「 」 （ 、 ）、答える必要はない と応じたこと 第５回団交 前記第３の７(2)ア

②組合がＢ２教頭も見積りの取りまとめを依頼していたと指摘したとこ

、「 、 」ろ 調査の有無については答える必要がないから 答えるつもりはない

と応じたこと（第６回団交、同７(3)イ 、③本件教科主任等の解任の理）

由について 「適性がないと判断した、何をもって適性がないと判断する、

かは学園の考え方であり、Ａ１委員長個人の適性に関わる問題でもある

から団交で話す問題ではない」と答えたこと（第６回団交及び第７回団

交、同７(3)イ及び同８(3)ア）が認められる。

上記の各事実からすると、学園は、組合の質問に対する具体的な説明

を避けているところ、このことに相当な理由があることを根拠づける事

、 。実も認められず 学園は不誠実な対応に終始していたとみざるを得ない

このように本件自宅待機命令等について回答や説明を拒否した学園の対

応は、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当する。

(3) ２３年度冬季一時金に係る交渉における学園の対応（交渉態度）につ

いて（争点２のウ）
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ア ２３年度冬季一時金に関する交渉経過をみると、①２３年１０月１

４日の第６回団交において、学園側は「試算した上で、払えるお金が

あったら きちんと人件費に充てたい と述べながら 前記第３の７(3)、 」 （

ウ 、団交を経ることなく、同年１１月２９日、朝礼で前年よりも低い）

支給額を通告し、同年１２月２日に支給したこと（同８(2) 、②同月）

９日の第７回団交において、学園は、上半期の収支状況を慎重に検討

した結果、冬季一時金として１．５か月分を確保することができたと

説明したが、学園の資料には財務状況に係る数値は記載されていなか

ったため、組合が根拠を具体的に示すよう求めたところ、学園は、具

体的な数字をもって説明する予定にはなっていないが、グラウンド整

備等に使いたい資金を冬季一時金に回した等と説明したこと（同８(3)

ウ）が認められる。

上記の経過からすると、冬季一時金の支給額は、学園が第６回団交

で述べた「試算」により算出されたものと考えられるが、冬季一時金

（ ） 、支給後に行われた第７回団交における学園の説明 上記② をみても

試算の経過や支給額の算出根拠は明らかにされておらず、十分な説明

がなされたとはいえない。

イ 以上につき、学園は、夏季一時金に係る交渉において２３年度の収

、 、支見通しや資金状況等を誠実に説明しており 冬季一時金に関しても

年度当初の収支見通しや資金状況がそのまま反映されるものであるか

ら、年度を通じて交渉を継続していた以上、何ら説明が不足すること

はない旨主張する（前記第２の２(1)ウ 。しかし、組合と学園の間に）

おいて、年度当初の収支見通しや資金状況に基づき一時金の年間支給

総額について交渉することになっていたことを示す証拠はなく、むし

ろ、２２年度においては、２２年６月に夏季一時金について妥結した
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上で、一時金の総額については５．１か月を出発点として今後の交渉

が行われるものとされて、最終的には一時金の総額を４．７５か月及

（ ）、び加算分とすることで妥結したことからすると 前記第３の４(2)ア

夏季一時金について妥結した後も一時金の総額については交渉が続け

られ、その交渉によって冬季一時金の支給額は決定されていたという

ことができる。そうすると、２３年度においても、学園が年度当初の

収支見通しや資金状況を説明したからといって、冬季一時金の支給額

の根拠についてまで説明が済んでいるということはできない。

、 、 、また 学園は 本件救済申立て後の第８回団交以降の団交において

学園の資金繰りについて説明を補充したとするが（前記第２の２(1)

ウ 、仮にそうであったとしても、団交においては、必要な資料は適時）

に提供されるべきものであるから、上記判断を左右しない。

ウ 以上のとおり、学園は、団交において自らの主張する冬季一時金の

支給額の根拠について具体的な説明を行っておらず、このような学園

の不誠実な対応は、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当する。

(4) 実質的な交渉権限を持つ者を出席させなかったことについて（争点２

のエ）

学園は、単組と協議する一切の件を委任した代理人を団交に出席させ

るとして（前記第３の５(1)ウ 、代理人を団交に出席させており、形式）

。 、的には権限のある者を一応出席させていたとみることもできる しかし

本件自宅待機命令等に関する第５回団交から第７回団交までの各団交に

おける学園側出席者の対応をみると、本件自宅待機命令等に係る交渉に

おいて、組合からの質問に対して、Ａ１委員長以外の者による見積りの

取りまとめの有無については、答える必要がない、調査する必要がある

かどうかは学園が判断することであるなどの回答に終始し、組合が学園
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の判断はおかしいと追及したのに対しては「我々は、学校の考えを伝え

ている」と述べるのみであり（同７(2)ア及び同７(3)イ 、本件教科主任）

等の解任の理由についても、Ａ１委員長に適性がないと判断したという

のみであった（同７(3)イ及び同８(3)ア 。このような学園の対応は、学）

園側出席者があらかじめ決められた回答を組合に伝えるだけのものに過

ぎず、組合からの質問に応じて学園の見解を的確に説明するものであっ

たとはいえない。

このような学園の対応からみると、学園は、第５回団交から第７回団

交までの各団交の出席者に対して、本件自宅待機命令等について実質的

な交渉権限を付与していなかったものとみざるを得ないものである。

なお、学園は、初審命令は団交の学園側出席者について実質的な交渉

権限を与えられていなかったと判断したが、その根拠とされた学園の対

（ ）。応が何ら不誠実なものと評価できない旨主張する 前記第２の２( )エ1

しかしながら、既に判断したとおり、本件自宅待機命令等や２３年冬季

一時金に関する第５回団交から第７回までの各団交における学園の交渉

態度は、いずれも不誠実な対応であるから（上記(2)(3) 、学園の上記主）

張はその前提を欠き採用できない。

以上のとおり、学園が、第５回ないし第７回団交に実質的な交渉権限

を有する者を出席させなかったことは不誠実であり、労組法第７条第２

号の不当労働行為に該当する。

(5) 小括

以上のとおりであるから、２３年５月２３日から同年１２月９日まで

の間における７回の団交における学園の対応に関して、①同年６月３０

日に予定されていた第２回団交を延期したこと、②同年１０月１４日の

、 、第６回団交後 速やかに団交期日の候補日を組合に連絡しなかったこと
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③同年９月８日、同年１０月１４日及び同年１２月９日の第５回から第

７回団交において、本件自宅待機命令等について回答や説明を拒否した

こと、④上記第７回団交において、２３年度冬季一時金の支給額の根拠

について具体的な説明を行わなかったこと、⑤上記第５回から第７回団

交において実質的な交渉権限を持つ者を出席させなかったことは、いず

れも不誠実な対応であるから、労組法第７条第２号の不当労働行為に当

たる。

また、上記①ないし⑤の対応は、組合を差し置いて教職員を対象とし

た「法人説明会」の開催を優先して、予定されていた団交の開催に相当

な理由もなく一方的に応じず、組合員にとって重要な労働条件である処

分理由や一時金の支給額等について十分な説明を行わないというもので

あり、このような学園の一連の対応は組合を軽視するものである。そし

て、このように組合を軽視する対応を上記７回の団交の間に重ねて行っ

たことは、組合の団体交渉権ひいては団結権を尊重しない学園の態度の

表れというほかなく、その結果、組合員の組合の交渉力に対する信頼を

揺るがせるものである。とりわけ、学園が本件自宅待機命令等について

説明を拒否したことは、組合員であれば恣意的に処分されるのではない

かとの疑念を生じさせ、組合活動を萎縮させる効果をも生じさせ得るも

のといえる。したがって、上記①ないし⑤の学園の一連の対応は、組合

の組織・運営に対する支配介入であり、労組法第７条第３号の不当労働

行為に当たる。

（ ）３ ２３年度夏季一時金の不支給及び同年度冬季一時金の減額支給 争点３

について

、 、当委員会も 学園が単組と交渉せずに２３年度夏季一時金を不支給とし

同年度冬季一時金を前年度より減額して支給したことはいずれも、労組法
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。 、第７条第２号及び第３号の不当労働行為に当たると判断する その理由は

次のとおりである。

(1) まず、２３年度夏季一時金についてみると、２３年５月２３日に一時

金等に関する要求書が組合から提出されて、同年６月３０日に第２回団

交が行われることになっていたが（前記第３の２(5)イウ 、学園は、同）

日、団交を行わない一方で、法人説明会を行って、教職員に対し夏季一

時金を不支給とする方針を告げ（同４(1)イ 、同年７月６日の第２回団）

交において根拠資料を示さずに（同４(3)ウ 、同月７日の理事会で夏季）

一時金の不支給を決定したものである（同５(1)ア 。）

上記の経過からすると、学園は、団交において、一時金が問題とされ

ているにもかかわらず、組合との団交を回避するとともに、その後の団

交において根拠を組合に示すこともなく、夏季一時金の不支給という措

置をとったものであり、かかる措置は誠実団交義務に違反するものとい

うことができる。また、学園が、このように組合と実質的な交渉を行う

ことなく一方的に同一時金の不支給の措置をとったことは、組合を無視

し、組合員の組合の交渉力に対する信頼を揺るがすものであり、組合の

弱体化を企図したものとみざるを得ない。

(2) 次に、２３年度冬季一時金についてみると、学園は、２３年１０月１

４日の第６回団交において、組合側から一時金のめどを早く示すことを

求められ 「試算した上で、払えるお金があったら、きちんと人件費に充、

てたい」と述べ、次回の団交の候補日を１週間以内に通知するよう努め

ることになっていたが（前記第３の７(3)ウエ 、同年１１月２４日まで）

、 （ ）、回答せず 同年１２月９日に団交を行うことになったものの 同８(1)

それを待たずに同年１１月２９日に前年よりも低い支給額を朝礼で通告

し、その後に改めて組合から団交申入れがあったにもかかわらず、同年
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１２月２日にそのまま支給したものである（同８(2) 。）

上記の経過からすると、学園は、一時金に関する団交が継続している

にもかかわらず、団交の候補日を相当な理由もなく組合に連絡しないこ

とにより２３年度冬季一時金の支給日前の団交を回避する対応をとると

ともに、前年度を下回る支給額を組合との団交を経ずに決定し、また、

その根拠を団交において組合に示すこともなく、当該一時金を支給した

ものであって、かかる措置は誠実団交義務に違反するものということが

できる。また、学園が、このように組合と実質的な交渉を行うことなく

一方的に同一時金を前年度より減額して支給する措置をとったことは、

組合を無視し、組合員の組合の交渉力に対する信頼を揺るがすものであ

り、上記(1)と同様に、組合の弱体化を企図したものとみざるを得ない。

、 、(3) 以上のとおりであるから 学園が単組との交渉を誠実に行わないまま

２３年度夏季一時金を不支給とし、また、同年度冬季一時金を前年度よ

り減額して支給したことは、いずれも労組法第７条第２号及び第３号の

不当労働行為に当たるものである。

４ 救済方法について

学園は、２６年度にＡ１委員長が教科主任及び学級担任に選任されてい

る、また、誠実な交渉を継続しているとして、本件における救済の必要性

は失われている旨主張する（前記第２の４(1) 。）

しかし、本件自宅待機命令については、２３年８月２５日にＡ１委員長

が学園に始末書を提出して解除されたこと（前記第３の６(3) 、本件教科）

主任等の解任については、２６年度に至ってＡ１委員長が教科主任及びク

ラス担任に選任されたことが認められるものの（同９(2)ウ 、本件自宅待）

機命令等によりＡ１委員長が被った不利益は回復されておらず、将来の処

遇に関して本件自宅待機命令等を理由とした不利益が生ずるおそれもない
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とはいえない。また、争点２の不誠実団交については、現時点において誠

実な交渉が行われていると認めるに足る証拠はなく、また、本件誠実団交

義務違反により組合の受けた影響が回復されたとも認められないから、い

まだ救済の必要性が失われたとはいえない。

なお、初審命令主文第１項及び第４項については、Ａ１委員長が教科主

任及びクラス担任に選任されていること（同９(2)ウ 、２６年４月１日に）

河原学園が学園を合併し本件における再審査申立人の地位を承継した事情

（同９(2)イ）等を考慮して、いずれも主文のとおり変更することとする。

５ 結論

上記判断のとおり、争点１ないし争点３に関する初審命令の判断はいず

れも相当であり、初審命令の救済方法についても主文のとおり変更するほ

かは相当である。

以上のとおりであるから、本件再審査申立てには理由がなく、これを棄

却する。

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働

委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２７年１１月４日

中央労働委員会

第二部会長 山川 隆一 ㊞
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